
ドライブレコーダー機器導入促進助成金交付要綱 

 

(公社)大分県トラック協会 

 

（目 的） 

第１条 この要綱は、大分県トラック協会（以下「県ト協」という。）の会員事

業所（以下「事業所」という。）が、事故や急加速・急減速などの一定の

衝撃が生じた際に、その前後の映像や走行データを記録するシステム（以

下「ドライブレコーダー」という。）の普及を図るため、ドライブレコー

ダー機器（以下「機器」という。)を導入をすることを目的とする。 

 

（対象事業及び対象者） 

第２条 助成の対象は、別紙１に示す映像や走行データを記録するドライブレコ

ーダー車載器等で、別紙２に示す「貨物自動車用ドライブレコーダー選定

ガイドライン」で分類され、一定の評価を得られた機器を新たに購入又は

リースにて導入して取付けた会員事業所とする。 

   

（助成額） 

第３条 助成金の交付額は、事業所が新たに装着する第２条の機器に対して、機

能に応じて別に定める額を交付し、前年度３月末現在会員名簿の車両台数

（被牽引車除く）の３０％以内（小数点以下切り上げ）とし、国等の補助

金及び助成金の合計が機器の価格を超えない範囲で実施する。但し、協会

は会員事業所の交付申請が正常なものでないことが判明した場合、助成金

の返納を求めるものとする。なお、助成金の交付は四半期ごとに行うこと

とし、３月に申請した一部の者については、その翌月の４月に支給するこ

とがある。 

  

（申請手続き） 

第４条 会員事業所は、当該年度４月以降実施したものを、原則月ごとにその期間中に本認

証の清算を終了した分をとりまとめて翌月の末日までに協会の申請様式に洩れなく記

入のうえ、納品書（写）、請求書（写）、領収書（写）を添付して協会長宛に申請する

ものとする。 

    申請は、受付期間中においても当年度の予算に達した場合、申請受付を終了するこ

ともある。 

 

（実施期間） 

第５条 当該年度４月から３月１５日までとする。 

 

（機器の処分制限） 

第６条  事業者は、交付対象となった機器が装着の日から起算して１年を経過す

   るまでの期間は、譲渡、交換、廃棄、他用途への転用、貸付又は担保（以

   下「処分」という。）に供してはならない。但し、あらかじめ県ト協会長



   の承認を得た場合はこの限りではない。 

（雑則） 

第７条 本要綱に定めのない事項が発生した場合は、交通・環境対策委員会において協議す

るものとする。 

 

（附則） 

平成２４年４月１日制定 

 平成２６年４月１日一部改正 

 平成２９年４月１日一部改正 

 平成３０年４月１日字句訂正 

 令和 ３年４月１日一部改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
別 紙１ 
  

ドライブレコーダー機器等の分類及び助成額（第２条、３条関係） 

 

 

① 簡易型 （助成額１０，０００円） 

  急ブレーキ時等の映像及び簡易的に取得した速度情報を活用し運転指導を行うタ

イプ。 

  

② 標準型 （助成額１０，０００円） 

   急ブレーキ時等の映像及び速度情報を活用し運転指導を行うタイプ 

   

③ 運行管理連携型 （助成額１０，０００円） 

  急ブレーキ時等の映像及び速度情報による運転指導に加え、運行管理面やヒヤリハ

ット等の多角的な分析等から交通安全教育等を行うことができるタイプ。 

 

④ スマートフォン活用型 （助成額３，０００円） 

  スマートフォン（高機能携帯電話）及びアプリケーションの利用により事務所等に

転送した急ブレーキ時等の映像位置情報を活用し、交通安全教育を行うタイプ。 

 

 

 

            

 

 

 

 



別 紙２ 

 

貨物自動車用ドライブレコーダ選定ガイドライン 

 

 

○必須 △いずれか 

 

 

 

 


